
横浜市私学助成幼稚園等の副食費の実費徴収に係る補足給付事業実施要綱 
 

制 定 令和元年 10 月１日こ保運第 2304 号（局長決裁） 
最近改正 令和８年５月 15 日こ保給第 215 号（局長決裁） 

（趣旨） 
第１条 この要綱は、子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号。以下「法」という。）

第 30 条の５第 3 項に規定する施設等利用給付認定保護者（以下「施設等利用給付認定保

護者」という。）の子どもが法第 30 条の 11 第１項に規定する特定子ども・子育て支援施

設のうち認定こども園及び幼稚園（以下、「私学助成幼稚園等」という。）において、特定

教育・保育等又は特定子ども・子育て支援を受けた場合に、当該保護者が支払うべき実費

徴収に係る費用のうち、法第 59 条第１項第３号ロに規定する食事の提供に要する費用の

全部又は一部を助成する事業（以下「補足給付事業」という。）の実施に関して必要な事

項を定める。 
 
（助成の対象となる者） 
第２条 補足給付事業は私学助成幼稚園等を利用する施設等利用給付認定保護者であって、

次の(1)若しくは(3)に該当する者又は(2)に掲げる施設等利用給付認定子ども（満３歳以上

の者に限る。以下、同じ。）がいる者について行う。 
(1) 施設等利用給付認定保護者及び当該施設等利用給付認定保護者と同一の世帯に属す

る者に係る市町村民税所得割合算額（子ども・子育て支援法施行令（平成 26 年政令第 
213 号。以下「令」という。）第４条第２項第２号に規定する市町村民税所得割合算額を

いう。）が７万 7,100 円以下である者 
(2) 令第 13 条第２項に規定する負担額算定基準子ども又は小学校第３学年修了前子ど

も（小学校、義務教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部の第１学年から第３学年

までに在籍する子どもをいう。）が同一の世帯に三人以上いる場合の負担額算定基準子ど

も又は小学校第３学年修了前子ども（そのうち最年長者及び二番目の年長者である者を

除く。）である者 
(3) 令第 15 条の３第２項に規定する市町村民税を課されない者に準ずる者 

２ 前項第１号に規定する市町村民税所得割合算額及び第２号に規定する負担額算定基準

子どもについては、横浜市特定教育・保育施設、特定地域型保育事業等に係る費用の額等

に関する規則の規定に準じることとする。 
 
（対象となる費用） 
第３条 私学助成幼稚園等で実施する子ども・子育て支援法施行規則第 54 条の２に定める

食事の提供（副食の提供に限る。法第７条第 10 項第５号の事業に該当するものを除く。

以下、同じ。）に係る費用について行う。 



 
（代理受領） 
第４条 補足給付事業は、前条に規定する実費徴収額について、月額 5,100 円を限度とし

て、市が第２条に規定する施設等利用給付認定保護者に代わり、私学助成幼稚園等に支払

うことにより行う。 
 
（申請及び通知） 
第５条 前条に規定する費用（以下「補足給付費」という。）の交付を希望する場合、施設

等利用給付認定保護者は私学助成幼稚園等の利用開始前に「副食費の徴収に係る補足給

付費交付申請書兼変更申請書（第１号様式）」により、当該施設等利用給付認定保護者が

利用する私学助成幼稚園等が所在する区の区長に申請を行う。なお、当該私学助成幼稚園

等が横浜市外に所在する場合は、当該施設等利用給付認定保護者が居住する区の区長に

申請を行う。 
２ 区長は前項に規定する申請を受けた場合、世帯状況、課税状況等を審査し「副食費の補

助に関する事項 決定通知書（第２号様式）」により助成対象の可否について当該施設等

利用給付認定保護者に通知する。 
３ 当該施設等利用給付認定保護者は前項に規定する通知後、世帯状況及び課税状況等に

ついて変更があった場合は、「副食費の徴収に係る補足給付費交付申請書兼変更申請書

（第１号様式）」により、当該施設等利用給付認定保護者が利用する私学助成幼稚園等が

所在する区の区長に申請を行う。なお、当該私学助成幼稚園が横浜市外に所在する場合は、

当該施設等利用給付認定保護者が居住する区の区長に申請を行う。 
４ 前項に規定する申請がなかった場合、横浜市給付認定及び利用調整等実施要綱第２条

の２に規定する給付認定の変更に係る申請がなされたときは、前項に規定する申請がな

されたものとみなす。 
５ 区長は第３項又は第４項の申請があった場合、年度更新及び現況確認時、助成対象の可

否について変更があった場合、「副食費の補助に関する事項 変更通知書（第３号様式）」

にて通知する。 
 
（適用日） 
第６条 前条第１項の申請があった場合は、利用開始日からの適用とする。 
２ 前条第３項及び第４項の申請があった場合は、翌月１日の適用とする。ただし、当該申

請が１日になされた場合は、当月１日の適用とする。 
 
（対象者の把握） 
第７条 施設等利用給付認定保護者は第５条第２項に規定する通知を私学助成幼稚園等に

提示し、補足給付費を当該私学助成幼稚園等から受給する。 



２ 前項の規定にかかわらず、私学助成幼稚園等は、所在する区の区長から助成の対象であ

る旨の通知等を受けた場合には、当該施設等利用給付認定保護者について補足給付事業の

対象とすることができる。 
３ 私学助成幼稚園等は、当該施設等利用給付認定保護者に対して、補足給付事業の対象と

なること、その内容、額等について説明するものとする。 
 
（補足給付費の報告と請求） 
第８条 私学助成幼稚園等は、「副食費の徴収に係る補足給付費助成請求書（第４号様式）」

により、市が別途通知する期日までに市長に報告及び請求する。 
２ 市長は、前項の請求について、適法な請求書を受理した日から 30 日以内に支払うもの

とする。 
 
（補足給付費の返還） 
第９条 市長は、偽りその他不正の行為によって、この要綱による助成を受けた者があると

きは、その者から当該助成の額の全部又は一部を返還させることができる。 
 
（手続き等のオンライン化） 
第 10条 この要綱に定める各種申請、届出に関して、本市が認める情報通信技術を利用し

た方法により行われたものは、規定された方法及び様式により申請、届出又は通知された

ものとみなすことができる。 
 
（委任） 
第 11条 この要綱の実施に関し必要な事項は、こども青少年局長が定める。 
 
附 則 
（施行期日） 
１ この要綱は、令和元年 10 月１日から施行する。 
２ 第５条第１項に規定する申請を令和元年度中に行った場合、当該申請を認定開始日か

ら適用することとする。 
 
附 則 
（施行期日） 
 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 
 
附 則 
（施行期日） 



 この要綱は、令和３年 10 月１日から施行する。 
 
附 則 
（施行期日） 
 この要綱は、令和４年 10 月１日から施行する。 

附 則 
（施行期日） 
この要綱は、令和５年８月 25 日から施行し、令和５年度分の補助金請求に係るものから

適用する。ただし、令和５年３月 31 日以前の補助金請求に係る事務については、なお従前

の例による。 
 

附 則 
（施行期日） 
この要綱は、令和６年５月 30 日から施行し、令和６年度分の補助金請求に係るものから

適用する。ただし、令和６年３月 31 日以前の補助金請求に係る事務については、なお従前

の例による。 
 

附 則 
（施行期日） 
この要綱は、令和６年９月 17 日から施行し、令和６年度分の補助金請求に係るものから 

適用する。ただし、令和６年３月 31 日以前の補助金請求に係る事務については、なお従前 
の例による。 
改正後の第１号様式は、令和６年 10 月１日以降の申請分から適用する。 
 

附 則 
（施行期日） 
この要綱は、令和７年４月 1 日から施行し、令和 7 年度分の補助金請求に係るものから 

適用する。ただし、令和７年３月 31 日以前の補助金請求に係る事務については、従前の例

による。 
 
    附 則 

（施行期日） 
 この要綱は、令和７年 11 月１日から施行する。 
 

附 則 
（施行期日） 



この要綱は、令和８年５月 15 日から施行し、令和８年４月 1 日から適用する。ただし、

令和８年３月 31 日以前の補助金請求に係る事務については、従前の例による。 
 


